
議員提出議案
　知事から令和６年度一般会計補正予算案などの議案が提出されました。
　本会議での一般質問（34名）や委員会審査では、観光振興、少子化・人口減
少対策、人材の確保など、様々な課題について活発に議論しました。
　審議の結果、大雨災害等からの復旧、防災・減災対策や、頻発するツキノワグ
マの出没への対策を強化するなど県民生活の安全・安心の確保に取り組むととも
に、教育環境の整備などに必要な予算を盛り込んだ総額111億2,011万円の令和
６年度一般会計補正予算案など16件を原案どおり可決、同意し、令和５年度長
野県一般会計及び特別会計の決算の認定など２件を継続審査としました。
　議員提出議案は、提出された９件の意見書案全てを可決しました。

可決した議員提出議案一覧
・私学助成の一層の拡充を求める意見書
・公職選挙法の改正による選挙運動用ポスターの適正化を求める意見書
・地域における路線バスの維持に向けた支援の強化を求める意見書
・郵政改革関連法案の速やかな成立を求める意見書
・食料の安定供給に向けた取組の充実を求める意見書
・特別支援学校における教室不足の解消に向けた財政支援を求める意見書
・看護・介護職の処遇改善及び人材の確保・育成に向けた支援の強化を求める意見書
・自動運転移動サービスの社会実装に向けた環境整備を求める意見書
・医療及び介護従事者の新型コロナウイルス感染症対策への支援を求める意見書
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意見書は国に提出し、
実現を求めました。令和6年9月定例会（9月26日～10月11日）の概要

本会議での主な審議 … 議員の質問質疑　　　… 知事・部長等の答弁Q A

観光振興
Q 　新たな観光振興財源を活用して、何を最優先に取り組んでいくのか。　新たな観光振興財源を活用して、何を最優先に取り組んでいくのか。

A 　観光振興財源の検討に当たり、昨年度の観光振興審議会でも優先すべ
き事業として、二次交通の充実や観光産業の人手不足対策、高付加価値化
に向けた取組の必要性が課題として挙げられた。
　インバウンドの増加や国内旅行者の高齢化、人口減少、若年層の車離れ
などの状況を鑑み、県として最優先で取り組むべき課題は、二次交通の充
実をはじめとした観光客の移動の利便性向上や、観光ＤＸの推進による観
光産業の生産性向上・高付加価値化であると考えている。

　観光振興財源の検討に当たり、昨年度の観光振興審議会でも優先すべ
き事業として、二次交通の充実や観光産業の人手不足対策、高付加価値化
に向けた取組の必要性が課題として挙げられた。
　インバウンドの増加や国内旅行者の高齢化、人口減少、若年層の車離れ
などの状況を鑑み、県として最優先で取り組むべき課題は、二次交通の充
実をはじめとした観光客の移動の利便性向上や、観光ＤＸの推進による観
光産業の生産性向上・高付加価値化であると考えている。

Q 　観光振興税（仮称）は、地域の多様な観光ニーズや環境の変化に対応で
きるよう、柔軟に使える内容にしてはどうか。
　観光振興税（仮称）は、地域の多様な観光ニーズや環境の変化に対応で
きるよう、柔軟に使える内容にしてはどうか。

A 　観光が交通などを含め、すそ野の広い産業であることを考慮するととも
に、県内観光地の多様性や観光を取り巻く環境の変化に的確に対応してい
く必要がある一方、納税者に税導入の効果を実感してもらえるよう、施策
や地域を極力重点化することも必要と認識している。

　観光が交通などを含め、すそ野の広い産業であることを考慮するととも
に、県内観光地の多様性や観光を取り巻く環境の変化に的確に対応してい
く必要がある一方、納税者に税導入の効果を実感してもらえるよう、施策
や地域を極力重点化することも必要と認識している。

1
議論

少子化・人口減少対策
Q 　経済的な理由で結婚できない状況を解消するため、若者世代の可処分

所得を増やす取組を検討できないか。
　経済的な理由で結婚できない状況を解消するため、若者世代の可処分
所得を増やす取組を検討できないか。

A 　県が実施した調査では、若者が「現在独身でいる理由」として、「結婚生活を
送るには年収が少ない」ことが２番目に多く挙げられており、経済的負担の軽
減は重要な取組の一つである。
　可処分所得を増やすために、実質賃金を上げることや高等教育の負担軽減
等に国全体で取り組むことが重要と考えている。加えて県では、自宅を離れて
通学する大学生等への給付型奨学金や、「ながの結婚応援パスポート」を発行
し、結婚を予定しているカップル等に対して様々な優待サービスを提供する取
組などを行っている。
　今後も、国の施策も注視しつつ、必要に応じて施策を検討していく。

　県が実施した調査では、若者が「現在独身でいる理由」として、「結婚生活を
送るには年収が少ない」ことが２番目に多く挙げられており、経済的負担の軽
減は重要な取組の一つである。
　可処分所得を増やすために、実質賃金を上げることや高等教育の負担軽減
等に国全体で取り組むことが重要と考えている。加えて県では、自宅を離れて
通学する大学生等への給付型奨学金や、「ながの結婚応援パスポート」を発行
し、結婚を予定しているカップル等に対して様々な優待サービスを提供する取
組などを行っている。
　今後も、国の施策も注視しつつ、必要に応じて施策を検討していく。

Q 　女性から選ばれる県づくりを進めるため、どのように男女の固定的役割
分担意識を解消していくのか。
　女性から選ばれる県づくりを進めるため、どのように男女の固定的役割
分担意識を解消していくのか。

A 　県はこれまで、企業や自治体のリーダーの意識改革・行動変容のための取組
や、男性の育児休業取得促進による柔軟な働き方の普及などの取組を進めて
きたが、現状ではまだ解消に至っていない。
　人口戦略（仮称）骨子案では、価値観の転換を図り、性別による固定的役割
分担意識を解消するとしているが、県の取組だけでは実現が難しい。職場や家
庭での抜本的な意識変革が必要であることから、経済界や市町村等をはじめ、
県民一体となった継続的な取組が必要である。
　今後、人口減少対策を進めるための県民会議を立ち上げ、オール信州で具体
的な取組を展開し、女性・若者から選ばれる県づくりを進めていく。

　県はこれまで、企業や自治体のリーダーの意識改革・行動変容のための取組
や、男性の育児休業取得促進による柔軟な働き方の普及などの取組を進めて
きたが、現状ではまだ解消に至っていない。
　人口戦略（仮称）骨子案では、価値観の転換を図り、性別による固定的役割
分担意識を解消するとしているが、県の取組だけでは実現が難しい。職場や家
庭での抜本的な意識変革が必要であることから、経済界や市町村等をはじめ、
県民一体となった継続的な取組が必要である。
　今後、人口減少対策を進めるための県民会議を立ち上げ、オール信州で具体
的な取組を展開し、女性・若者から選ばれる県づくりを進めていく。

2
議論

3
議論

Q 　都市部に集中している訪日旅行者を県内へ呼び込むため、どのように取
り組んでいるのか。
　都市部に集中している訪日旅行者を県内へ呼び込むため、どのように取
り組んでいるのか。

A 　旅行を計画する段階で、長野県を認知してもらうことが重要である。そ
こで、これまで多くの来県実績のある中国やタイをはじめ、高付加価値旅
行市場であるアメリカ、オーストラリア、ドイツに現地コーディネーターを設
置し、プロモーションを展開している。
　また、ＳＮＳを活用した情報発信にも力を入れており、全国の自治体の中
で２番目に多いフォロワー数を誇るインスタグラムを活用して、印象的な情
景や四季折々の風情あふれる情報など、県の魅力が伝わる情報発信に努
めている。

　旅行を計画する段階で、長野県を認知してもらうことが重要である。そ
こで、これまで多くの来県実績のある中国やタイをはじめ、高付加価値旅
行市場であるアメリカ、オーストラリア、ドイツに現地コーディネーターを設
置し、プロモーションを展開している。
　また、ＳＮＳを活用した情報発信にも力を入れており、全国の自治体の中
で２番目に多いフォロワー数を誇るインスタグラムを活用して、印象的な情
景や四季折々の風情あふれる情報など、県の魅力が伝わる情報発信に努
めている。

人材の確保
Q

　地域の特性に応じて高齢者の力を地域社会に活かす仕組みが重要では
ないか。
　地域の特性に応じて高齢者の力を地域社会に活かす仕組みが重要では
ないか。

A 　人手不足の中、高齢者が豊かな経験と知識・技術を活かしながら、社会で活
躍いただくことは重要である。県では、ハローワークや民間の事業者などとの
連携や、県の「地域就労支援センター」における就業相談や高齢者向けの求人
開拓など、高齢者と企業とのマッチング支援などにより、広く高齢者のニーズに
対応している。
　今後は、例えば、農業における負担の軽い作業や、施設の管理を担ってもら
うなど、地域の特性やニーズに応じて、高齢者がいきいきと地域で活躍できる
環境づくりを、市町村や地域振興局と連携して進めていく。

　人手不足の中、高齢者が豊かな経験と知識・技術を活かしながら、社会で活
躍いただくことは重要である。県では、ハローワークや民間の事業者などとの
連携や、県の「地域就労支援センター」における就業相談や高齢者向けの求人
開拓など、高齢者と企業とのマッチング支援などにより、広く高齢者のニーズに
対応している。
　今後は、例えば、農業における負担の軽い作業や、施設の管理を担ってもら
うなど、地域の特性やニーズに応じて、高齢者がいきいきと地域で活躍できる
環境づくりを、市町村や地域振興局と連携して進めていく。

Q 　持続的な医療提供体制に向けて、どのように医師確保に取り組むのか。　持続的な医療提供体制に向けて、どのように医師確保に取り組むのか。

A 　医療施設従事医師数は、平成24年に比べ増加しているものの、現在の医師
確保計画に定める目標の達成に向けては、更なる施策の推進が必要な状況に
ある。
　また、高齢化の進展に伴う医療ニーズの増加や、医師の働き方改革の推進な
ど、新たな課題への対応も求められている。
　今後、現在取り組んでいる医師の無料職業紹介や医学生への修学資金貸与
などを着実に実行するとともに、信州大学等に設置している医学部地域枠の増
員など、更なる医師確保に向けた施策を検討していく。
　併せて、大学医学部臨時定員や医師の研修制度など制度的な課題に対して
は、国に対して実効性ある施策の実現を求めていく。

　医療施設従事医師数は、平成24年に比べ増加しているものの、現在の医師
確保計画に定める目標の達成に向けては、更なる施策の推進が必要な状況に
ある。
　また、高齢化の進展に伴う医療ニーズの増加や、医師の働き方改革の推進な
ど、新たな課題への対応も求められている。
　今後、現在取り組んでいる医師の無料職業紹介や医学生への修学資金貸与
などを着実に実行するとともに、信州大学等に設置している医学部地域枠の増
員など、更なる医師確保に向けた施策を検討していく。
　併せて、大学医学部臨時定員や医師の研修制度など制度的な課題に対して
は、国に対して実効性ある施策の実現を求めていく。

　今後、使途の検討に当たり、市町村や宿泊事業者等、現場に近い方々の
意見もお聞きしながら活用の方向性を示す、観光ビジョン（仮称）の策定を
想定している。
　また、市町村が実施する観光振興施策の充実や強化に対し、交付金の形
で、地域の観光ニーズ等に対応できる仕組みも検討するなど、効果的な施
策が実施できるよう努めていく。

　今後、使途の検討に当たり、市町村や宿泊事業者等、現場に近い方々の
意見もお聞きしながら活用の方向性を示す、観光ビジョン（仮称）の策定を
想定している。
　また、市町村が実施する観光振興施策の充実や強化に対し、交付金の形
で、地域の観光ニーズ等に対応できる仕組みも検討するなど、効果的な施
策が実施できるよう努めていく。
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高校生との意見交換会を実施します

11月定例会日程（予定）

総務企画警察委員会 県民文化健康福祉委員会 産業観光企業委員会

農政林務委員会 危機管理建設委員会 環境文教委員会

常任委員会の活動

最近の議会の取組　長野県議会では、県民に身近で開かれた議会となるよう、様々な活動に積極的に取り組んでいます。

［会期16日間］

FAX 026-235-7363  
Eメール chosa@pref.nagano.lg.jp☎026-235-7414（直通）

長野県議会ホームページ　https://www.pref.nagano.lg.jp/gikai/chosa/index.html

「こんにちは県議会です」は、県議会定例会後に発行しています。
議会広報に関するお問い合わせは長野県議会事務局調査課まで　
〒380-8570　長野市大字南長野字幅下692－2

県議会ホームページをご覧ください
※本会議のインターネット中継（生中継及び録画）については、
　スマートフォン・タブレット端末でも視聴できます。

県議会Ｘをご覧ください
議会活動の情報を発信しています。
皆様のフォローをお待ちしています！！

@Naganokengikai

▽11月28日(木)　開会

▽12月３日(火)～12月６日(金)

　一般質問及び質疑

▽12月９日(月)～12月11日(水)　各委員会

▽12月12日(木)　総務企画警察委員会

▽12月13日(金)　閉会

開 催 日：令和６年12月16日（月）
開催場所：長野県庁　議場及び講堂
内　　容：長野県高等学校長会及び県教育委員会主催の「生徒が主体性を育

む交流会」に参加した高校生と議員が、「若者の県外流出の実情」
など、高校生が提案したテーマについて議場での発表と、意見交
換を行います。

少子化・人口減少対策調査特別委員会を
開催しました
　９月30日、中央大学文学部の山田昌弘教
授を講師に迎え、「日本で、なぜ少子化対
策は失敗したのか」と題した講演をいただ
きました。少子化が深刻化する日本の現実
や有効な少子化対策などについて委員が知
識を深め、質疑応答が交わされるとともに、講師からは、現在策定中の県の
「人口戦略（仮称）骨子案」についての意見をいただきました。

傍聴人向け託児サービスを
始めます
　子育て世代に議会を身近に感じてもらうため、議会を傍聴しやすい
環境整備の一環として「傍聴人向け託児サービス」を始めます。
託児対象児：生後６か月から６歳（小学校入学前）までの乳幼児
定　　　　員：３名程度（申込受付は先着順）
利 用 料 金：無料　　
利用開始時期：令和６年11月定例会
利用申込方法：インターネット申込フォームまたは
　　　　　　　電話（026-235-7411）による

※詳細については、後日県議会ホームページで公表します。

大学生との意見交換会を実施します
開 催 日：令和７年２月10日（月）
開催方法：オンライン方式

※参加者の募集等詳細については、
　後日県議会ホームページで公表します。

「こんにちは県議会です」地域の方々
との意見交換会を実施しました
　県民に身近で開かれた県議会を目指して、議長、副議長、広報担当の議
員等が各地域に伺い、県民の皆さんと意見交換を行う「こんにちは県議会
です」を実施しています。
　９月９日には、中信地区で自治会活動やまちづくり、移住促進や子育て
支援などに取り組む12団体28名の皆さんと「『選ばれる長野県』を実現
するために～安心して暮らせる魅力ある地域づくりについて～」をテーマ
に意見交換会を行いました。参加者からは、現場での取組や課題などにつ
いて様々な意見が出され、議長からは、「貴重なご意見をいただいたの
で、皆様と同じ方向を向いて、課題解決に向けて、取り組んで参りたい」
との御礼のあいさつがありました。

各委員会では、９月定例会において、付託議案、所管事項に関する質疑等及び請願・陳情の審査を行いました。
各委員会の委員長報告全文は、県議会ホームページでご覧いただけます。
また、議会の閉会中には、県の現地機関の調査、企業や団体等の視察、関係者との意見交換などを行っています。

【主な質疑事項等】
・重大事件発生時の住民への情報提供について
・長野県観光振興税（仮称）について
・選挙用ポスターの適正化について
現地調査（８月 22日～ 23日　中信・南信）
上伊那地域振興局や長野県警察航空隊など現地機関
の調査や、地域発元気づくり支援金事業の視察を行
いました。

【主な質疑事項等】
・農畜産物の安定供給について
・果樹の生産振興や販売促進の取組について
・クマ対策について
現地調査（８月５日～６日　中信・北信）
農業試験場など現地機関の調査や、地域に密着した
ワイナリーを目指す会社のぶどう畑などの視察を行
いました。

【主な質疑事項等】
・住宅等の耐震化対策について
・ＵＡＶ（通称ドローン）を活用した道路緊急点検
や砂防施設点検の実証実験について
・「長野県地震防災対策強化アクションプラン」に
ついて
現地調査（９月３日～４日　北信・中信・東信）
消防防災航空センターなど現地機関や、道の駅「八
千穂高原」整備事業などの調査を行いました。

【主な質疑事項等】
・教員不足への対応について
・中学校部活動の地域移行について
・ライチョウの保護対策について
現地調査（８月７日～８日　中信・南信）
諏訪湖環境研究センターなど現地機関の調査や、本
年４月に新校舎の利用を開始した施設一体型小中一
貫校などの視察を行いました。

【主な質疑事項等】
・県消費生活センターの集約について
・保育士の働きやすい環境づくりについて
・県立病院の老朽化への対応について
現地調査（７月 29日～ 30日　中信・南信）
長野県福祉大学校など現地機関の調査や、西駒郷（障
がい者支援施設）などの視察を行いました。

【主な質疑事項等】
・中小企業者向けの価格交渉支援について
・長野県観光振興税（仮称）について
・水道事業の広域化について
現地調査（９月５日～６日　北信・東信）
上田水道管理事務所など現地機関の調査や、長野県
立武道館などの視察を行いました。

西駒郷の視察長野県警察航空隊の調査 長野県立武道館の視察

茅野市立永明小学校・永明中学校の視察道の駅「八千穂高原」整備事業の調査ぶどう畑の視察


